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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

既婚女性の就業歴の特徴と背景一大学生の母親のライフコース

を通して一

横浜国立大教育　○飯尾麻美　鈴木敏子

　目的　近年「雇用の女性化」が進んでいる。それには、わが国の女性労働力率が戦後最

低であった1975年前後に結婚した中年層のパートタイマー化も大きく影響している。そこ

で、ちょうどその世代にあたる現在大学生の母親の結婚前後の就業歴を、家族のイベント

や母親自身の家族観・職業18 などと関連させながら把握し、わが国の女性労働がＭ字型と

なる要因、女性の就業と家庭をめぐる今日の諸課題を明らかにし、「男女共同参画社会」

の方向を探る。

　方法　横浜国立大学教育学部の１～３年生284人の母親に、1995年12月、「女性の家庭

と就業に関する調査」を郵送で依頼した。回収は、90.5％の257票であった。

　結果　回答者の平均年齢は47. 2歳で、約９割が1970年代前半に結婚し、平均2.4人の子

どもがいる。現在就業している人は７割以上で、履用者が56％、自営業・内職が16％、そ

して雇用者の約６割はパr-ト・臨時である。それらの就業理由の第一は「生活費の足しに

するため」iO％余り、また30 ％以上が「教育費のため」など、経済的理由が多くなってい

る。結婚前は、93％が雇用者で、無職であった人は5人の2％にすぎなかった。ところが

約半数は結婚によって離職している。他に出産､･育児、夫の転勤、といった家族の諸事情

によって離職・転職、就職がなされて、複雑・多様な就業歴をたどり、現在まで同一職を

継続している人は１割の26人にとどまっている。家事・育児に専念したことのある８割余

りの人たちは、子育てができたことにその利点を見いだしながらも、社会的関係の欠如に

不安感を抱き、性別役割分業への疑問を記している。なお夫の８割が雇用者である。

2Ua－7 専門職女性のキャリアと子産み・子育てとの関原こついての一:
　　　　　　　　　　　　　　　　一女性税理士の事m研究か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鵜沢由美子（お茶の水女大）

【目的】女性の就業分野として、専門職は女性の進出や適応の可能性が指摘されてきた。

しかし、日本における専門職に関する研究は、専門職の特性をめぐる議論や女性の多い専

門職についての研究などの蓄積はあるものの、男性の多い専門職に就業する女性に焦点を
当てた研究は少ない。報告者は、かかる専門職の丿列として税理士を対象に、事例研究に

よって、女性が参入し定着しうる要因を探ることを目的に調査研究を行った。本報告では、

女性の就労に影響の大きいライフ・イベントである子産み・子育てと女性税理士のキャリ

アとの関係を中心に報告する。
　【方法】①東京税理士会所属の女性税理±31人、男性税理±3人に対する準自由会話方式

によるインタビュー。調査期間は1993年６月から12月及び1994年４月から７月。②女性税

理士の仕事や婦人税理士連盟の活動、税理士試験受験の予備校の授業等の観察。
　【結果】税理士に参入・定着することと、子産み・子育てとを両立することの促進要因と

して、以下のことが挙げられる。①税理士試験が、５科目を何年かけて合格してもよい科
目合格制度であり、年齢制限もなく、準備の中断も可能であること②税理士の仕事が、勤

務先や就業形態、開業場所や就業時間、仕事量などを柔軟に調整できる自己裁量・自律性

の高さを有していること③税理士業が、ある程度の年齢であるほうが顧問先から信頼され

やすく、また剔司先の会計税務のみならr塚族問題を含む精神面のサポートをすることも
多いので、様々な人生経験がいかされ、中途参入が不利にならない仕事であること、など

である。
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